
 
  

【表紙】

【提出書類】 半期報告書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成19年12月25日

【中間会計期間】 第98期中(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日)

【会社名】 株式会社椿本チエイン

【英訳名】 ＴＳＵＢＡＫＩＭＯＴＯ ＣＨＡＩＮ ＣＯ．

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  美 本  龍 彦

【本店の所在の場所】 大阪市北区中之島三丁目３番３号

【電話番号】 （06）6441－0011（代表）

【事務連絡者氏名】 経営企画センター財務部長  小 林  均 

 （連絡場所）京都府京田辺市甘南備台１－１－３ 

 （電話番号） （0774）64－5001

【最寄りの連絡場所】 東京都品川区大崎１丁目２番２号 

株式会社椿本チエイン 東京支社

【電話番号】 （03）5435－0021

【事務連絡者氏名】 関東総務業務部長  織田 始

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

株式会社大阪証券取引所

 (大阪市中央区北浜一丁目８番16号)

株式会社名古屋証券取引所

 (名古屋市中区栄三丁目８番20号)



第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。 

３ 提出会社の経営指標等のうち、「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益」及び「潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略し

ております。 

４ 提出会社の平成18年３月期の１株当たり配当額9.0円は、創業90周年記念配当2.0円を含んでおります。 

５ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号）を適用しております。  

  

第一部 【企業情報】

回次 第96期中 第97期中 第98期中 第96期 第97期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等

売上高 (百万円) 70,108 77,474 79,846 147,761 155,746

経常利益 (百万円) 5,602 5,304 8,458 12,594 14,545

中間(当期)純利益 (百万円) 2,770 1,714 4,583 6,606 8,541

純資産額 (百万円) 77,305 80,606 87,665 77,098 86,168

総資産額 (百万円) 189,906 202,386 212,717 198,458 212,739

１株当たり純資産額 (円) 412.11 404.58 441.93 410.66 432.20

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 14.76 9.14 24.60 34.78 45.55

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 40.7 37.5 38.7 38.8 38.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,077 4,571 7,348 10,680 10,107

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,101 △3,229 △5,870 △5,595 △5,879

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,055 △1,999 △2,757 △5,595 △647

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 9,591 10,340 13,384 10,984 14,618

従業員数 (人) 4,853 5,102 5,361 4,675 5,114

(2) 提出会社の経営指標等

売上高 (百万円) 39,818 44,833 42,926 83,521 87,682

経常利益 (百万円) 3,490 4,252 4,857 7,399 8,502

中間(当期)純利益 (百万円) 2,111 1,533 3,119 4,267 7,095

資本金 (百万円) 17,076 17,076 17,076 17,076 17,076

発行済株式総数 (千株) 191,406 191,406 191,406 191,406 191,406

純資産額 (百万円) 64,632 60,617 63,519 62,147 64,126

総資産額 (百万円) 145,767 153,118 157,859 153,676 160,162

１株当たり配当額 (円) 3.0 3.0 3.0 9.0 7.0

自己資本比率 (％) 44.3 39.6 40.2 40.4 40.0
従業員数 (人) 1,760 1,845 1,887 1,754 1,843



２ 【事業の内容】 

当社グループ(当社および当社の関係会社)は、当社、子会社32社および関連会社９社で構成され、その

主な事業内容は、チェーンおよび伝動装置(以上、パワトラ事業)、コンベヤおよび搬送システム(以上、

マテハン事業)の製造、販売等であります。 

当中間連結会計期間における、各事業に係る関係会社の異動は、次のとおりであります。 

（パワトラ事業部門） 

TSUBAKI BRASIL REPRESENTACAO COMERCIAL LTDA.を設立し、連結子会社としております。 

（マテハン事業部門） 

米国における事業を強化するため、TSUBAKI CONVEYOR OF AMERICA, INC.（連結子会社）の事業を

U.S.Tsubaki,Inc.（連結子会社）に譲渡致しました。なお、TSUBAKI CONVEYOR OF AMERICA, INC.は、

清算会社となっております。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、次の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 
（注）議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合を内数で記載しております。なお間接所有は、子会社

U.S.Tsubaki,Inc.およびBallantine,Inc.によるものであります。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数（常勤嘱託、シニア、パートタイマー、アルバイト、契約社員を含む）であります。

２ 上表の人数には執行役員は含んでおりません。 

３ 全社(共通)は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属している従業員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数（常勤嘱託、シニア、パートタイマー、アルバイト、契約社員を含む）であります。

２ 上表の人数には執行役員は含んでおりません。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について、特に記載すべき事項はありません。 

名称 住所 資本金
主要な 

事業の内容

議決権の 

所有割合

（％）

関係内容

TSUBAKI BRASIL REPRESENTACAO 

COMERCIAL LTDA.

ブラジル 

サンパウロ市

US$

200千
パワトラ事業

100.0

（100.0）

当社動力伝動装置の南米に

おける販売

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

パワトラ事業部門 3,977

マテハン事業部門 810

その他部門 206

全社(共通) 368

合計 5,361

従業員数（人） 1,887



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における米国経済は、サブプライムローン問題の影響で金融市場が混乱し、一部の企

業業績や個人消費に減速が見られました。欧州経済は、輸出が高水準を維持し、活発な設備投資のもと、堅

調を維持しました。またアジア経済も、輸出および国内投資に支えられた中国やインドを中心に好調を維持

しました。 

一方、わが国経済においては、原材料価格の高止まりや原油価格の高騰などの不安材料はありましたが、

好調な企業業績を背景とした設備投資の増加、雇用情勢の改善、輸出の拡大などに支えられ、全体としては

緩やかな拡大基調で推移しました。 

このような状況のもと、当社グループ（当社、連結子会社および持分法適用関連会社）は、中長期ビジョ

ンとして掲げた「グローバル・ベスト戦略」を積極的に展開し、グループの全体最適の追求と企業価値の最

大化を目指して受注・売上の拡大に努めました。 

これらの結果、当中間連結会計期間の受注高は82,118百万円（前年同期比10.7％増）、売上高は79,846百

万円（同3.1％増）となりました。利益につきましては、マテハン事業部門で前年同期に発生した北米子会

社での自動車業界向け塗装ライン搬送システムの追加工事費用がなかったことやパワトラ事業部門の増収に

より、営業利益は8,788百万円（同54.3％増）、経常利益は8,458百万円（同59.5％増）となり、中間純利益

は4,583百万円（同2.7倍）となりました 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

パワトラ事業部門における「チェーン事業」につきましては、工作機械、セメント、鉄鋼などの業界向け

を中心に、新形ＲＳローラチェーン「Ｇ７」をはじめとするドライブチェーン、小形コンベヤチェーン、大

形コンベヤチェーンなどの売上が好調に推移しました。 

「自動車部品事業」につきましては、タイミングチェーンドライブシステムが好調で、国内カーメーカー

向けの納入が堅調に推移したことに加え、世界五極生産体制のもと、北米、欧州、中国、タイなどの海外各

拠点においても好調を維持し、さらなるシェア獲得に向けて受注・売上を拡大しました。 

「精機事業」につきましては、カムクラッチが伸長したものの、液晶関連業界向け電動シリンダが低調で

あったことなどから、売上は前年同期に比べ微増にとどまりました。 

以上により、パワトラ事業部門の受注高は64,627百万円（前年同期比8.7％増）、売上高は64,495百万円

（同9.3％増）、営業利益は8,722百万円（同20.0％増）となりました。 

  

マテハン事業部門につきましては、自動車業界向け塗装ライン搬送設備のほか、流通業界向け、新聞業界

向けなどの搬送設備や工作機械業界向けコンベヤを中心に受注は拡大しましたが、売上高は自動車業界向け

の大口案件が一巡したことやＩＴ業界向け案件が減少したことなどにより、前年同期に比べ減収となりまし

た。 

以上により、マテハン事業部門の受注高は17,491百万円（前年同期比19.0％増）となりました。売上高は

15,088百万円（同17.0％減）となりましたが、営業利益は、前述の追加工事費用がなかったことや生産性の

向上によるコスト削減などにより、1,834百万円（前年同期は17百万円）となりました。 

  

また、その他部門の売上高は262百万円（前年同期比4.8％減）、営業利益は108百万円（同10.6％増）と



なりました。 

  

所在地別セグメントの売上高につきましては、日本では53,762百万円（前年同期比5.1％減）、北米地域

では16,150百万円（同22.1％増）、欧州地域では4,995百万円（同16.0％増）およびアジア・オセアニア地

域では4,937百万円（同49.5％増）となりました。営業利益につきましては、日本では7,566百万円（同

10.3％増）、北米地域では1,427百万円（前年同期は487百万円の営業損失）、欧州地域では534百万円

（42.9％増）およびアジア・オセアニア地域では890百万円（83.0％増）となりました。 

  

また、海外売上高につきましては、北米地域では16,305百万円（前年同期比21.0％増）、欧州地域では

5,331百万円（同13.9％増）、アジア・オセアニア地域では6,810百万円（同27.9％減）およびその他の地域

では287百万円（同91.0％減）となり、連結売上高に占める割合は36.0％であります。 

  

(注) 「業績」に記載した金額には、消費税等を含んでおりません。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間純利

益を8,458百万円計上したものの、新社屋や新工場の建設、自動車部品生産設備等への設備投資を行ったこ

となどにより、前連結会計年度末に比べ1,234百万円減少し、13,384百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動による資金の増加は7,348百万円（前中間連結会計期間比60.7％増）となりました。これは、税

金等調整前中間純利益を8,458百万円計上したことに加え、減価償却費が3,435百万円ありましたが、一方で

法人税等の支払が4,396百万円あったことなどによるものです。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動による資金の減少は5,870百万円（前中間連結会計期間比81.8％増）となりました。これは、新

社屋や新工場の建設、自動車部品生産設備等への投資に4,945百万円を支出したことに加え、投資有価証券

の取得に1,169百万円を支出したことなどによるものです。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動による資金の減少は2,757百万円（前中間連結会計期間比37.9％増）となりました。これは、自

己株式の取得に1,067百万円支出したことに加え、長期借入金の返済、配当金の支払いなどによるもので

す。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

なお、当社グループ(当社および連結子会社)の製品は、主に受注生産でありますが、製品の一部につき

ましては、見込生産も行っております。 

  

 
(注) １ 金額は販売価格で記載しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

 
３ 上表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

パワトラ事業部門 51,904 7.5

マテハン事業部門 14,708 △18.3

合計 66,612 0.5

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

パワトラ事業部門 64,627 8.7 13,814 6.1

マテハン事業部門 17,491 19.0 14,191 31.2

合計 82,118 10.7 28,005 17.5

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

パワトラ事業部門 64,495 9.3

マテハン事業部門 15,088 △17.0

その他部門 262 △4.8

合計 79,846 3.1

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

椿本興業株式会社 12,483 16.1 11,928 14.9



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社、連結子会社および持分法適用関連会社)が対処すべ

き課題について、重要な変更はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社、連結子会社および持分法適用関連会社)は、「パワートランスミッションとマテリ

アルハンドリングの技術力を駆使して、世界の顧客にベスト・バリューを提供します」をミッションに掲

げ、積極的な研究開発活動を行っております。 

現在、研究開発は、当社の開発・技術センターと各事業部の技術部門・生産技術部門、および各関係会

社の設計・開発部門により推進されており、研究開発スタッフは、グループ全体で約270名にのぼり、こ

れは総従業員数の約5％に当たっております。 

また、京都大学、東京工業大学、慶應義塾大学等外部機関とも密接な協力関係を保ち、これにより先進

技術の研究開発を効果的に進めております。 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントの研究主要課題、研究成果および研究開発費は次

のとおりであります。なお、当中間連結会計期間における研究開発費の総額は1,780百万円となっており

ます。 

  

［パワトラ事業部門］ 

チェーン事業における伝動用チェーン、搬送用チェーン、ケーブルベヤにつきましては、新材料、表面

処理や加工技術の研究、開発および商品の開発を行っております。当中間連結会計期間における主な成果

としましては、、LIFE-LINEケーブルの発売、新RSローラチェーンG７小形大形品種拡大・機能別ステンレ

スチェーン・高強度ステンレスチェーン・TKC形ケーブルベヤ新シリーズ・TKR形ケーブルベヤ小形シリー

ズの開発等であります。当事業にかかる研究開発費は335百万円であります。 

自動車部品事業における自動車エンジンのタイミングドライブ用チェーンシステム、歯付きベルトシス

テムおよび一般用歯付きベルト伝動につきましては、材料・表面処理・加工技術・評価／解析技術・新機

構部品の研究および商品の開発を行っております。当中間連結会計期間における主な成果としましては、

タイミングチェーン及び四輪駆動トランスファーケース用低騒音サイレントチェーンの開発、小ピッチ高

強度ローラチェーンの開発、新機構・新材料を採用したチェーンテンショナの開発、表面処理の性能・品

質を向上させる研究、塑性加工高精度化の研究、ドライブシステムや個々の機器の挙動を正確に予測する

評価・解析技術の磨き上げ等であります。当事業にかかる研究開発費は769百万円であります。 

精機事業におきましては、変減速機、電動シリンダ、クラッチ、保護機器、軸連結/締結具について、業

界別・用途別オンリーワン化を目指し機種拡大、高速化、精密化、静音化、メカトロ化、海外規格適格

化、環境負荷低減に対応する技術と商品の開発等を行っております。当中間連結会計期間における主な成

果としましては、海外向け及び用途別カムクラッチの商品開発と生産技術強化研究、カムの超長寿命化研

究と特定用途向けカムの商品開発、減速機のメカトロ化・省エネ技術研究と用途別商品開発、電動シリン

ダにおけるネジ長寿命化研究と駆動制御装置の開発、新市場直線作動機の技術研究、用途別連結締結具の

商品開発と過負荷保護機器における商品化研究、環境配慮パワトラ機器の技術研究等であります。当事業

にかかる研究開発費は106百万円であります。 



  

［マテハン事業部門］ 

物流システム・生産プロセス・情報プロセスにつきまして、物流コスト削減、小口化に対応する商品開

発および基盤技術開発を行っております。当中間連結会計期間における主な成果としましては、自動車塗

装工場向けボディ搬送システム及び搬送技術、新聞業界向け巻取紙搬送システム・ハンドリング技術、物

流業界向け仕分けシステム用搬送技術等であります。当事業にかかる研究開発費は568百万円でありま

す。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要

な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。 

  

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 299,000,000

計 299,000,000

種類
中間会計期間末
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 191,406,969 同左

東京証券取引所
大阪証券取引所 
名古屋証券取引所 
(以上市場第一部)

―

計 191,406,969 同左 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年４月１日～
平成19年９月30日

― 191,406 ― 17,076 ― 12,671



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注)１ 当社は自己株式5,316千株（2.78％）を保有しておりますが、上記大株主の状況には含めておりません。 

  ２ 上記の所有株式数のうちには、信託業務に係る株式数が次のとおり含まれております。 

 
３ 日本生命保険相互会社他１社から平成17年８月15日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）により平

成17年７月31日現在で、12,608千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間

末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況は株主名簿の記載内容に基づいて

記載しております。 

なお、日本生命保険相互会社他１社(連名)の大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりでありま

す。 

 

 
４ 太陽生命保険株式会社他１社から平成19年１月26日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）により平

成19年１月23日現在で、23,198千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間

末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況は株主名簿の記載内容に基づいて

記載しております。 

なお、太陽生命保険株式会社他１社(連名)の大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりでありま

す。 

 

 
５ Taiyo Fund Management Co. LLCから平成19年７月23日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）により

平成19年７月13日現在で、12,046千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期

間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況は株主名簿の記載内容に基づい

て記載しております。 

なお、Taiyo Fund Management Co. LLCの大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

太陽生命保険株式会社 東京都港区海岸１丁目２－３ 18,398 9.61

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社

東京都港区浜松町２丁目11―３ 15,421 8.06

タイヨウ ファンド・エル・ピー
（常任代理人香港上海銀行東京支
店）

1208 ORANGE  STREET.  WILMINGTON. 
DELAWARE,USA 
(東京都中央区日本橋３丁目11－１)

12,275 6.41

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋３丁目５―12 12,029 6.28

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８―11 9,895 5.17

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１ 7,722 4.03

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１―２ 6,689 3.50

資産管理サービス信託銀行 
株式会社

東京都中央区晴海１丁目８―12 5,943 3.11

椿本チエイン持株共栄会 大阪市北区中之島３丁目３－３ 4,542 2.37

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝３丁目33―１ 4,245 2.22

計 ― 97,160 50.76

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 15,421千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 9,895千株

資産管理サービス信託銀行株式会社 5,943千株
 

大量保有者 日本生命保険相互会社他１社(連名)

住所 大阪市中央区今橋３丁目５－12
 

所有株式数 12,608千株

発行済株式総数に対する所有株式数の割合 6.59％

大量保有者 太陽生命保険株式会社他１社(連名)

住所 東京都港区海岸１丁目２－３
 

所有株式数 23,198千株

発行済株式総数に対する所有株式数の割合 12.12％

大量保有者 Taiyo Fund Management Co. LLC

住所 40 Ragsdale Drive, Suite 200,Monterey,CA 93940,USA
所有株式数 12,046千株

発行済株式総数に対する所有株式数の割合 6.29％



 ６ モルガン・スタンレー証券株式会社他５社から平成19年９月12日付で提出された大量保有報告書（変更報告

書）の訂正報告書により平成19年１月15日現在で、13,443千株を保有している旨の報告を受けておりますが、

当社として当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況は株主

名簿の記載内容に基づいて記載しております。 

なお、モルガン・スタンレー証券会社他５社(連名)の大量保有報告書（変更報告書）の訂正報告書の内容は

以下のとおりであります。 

 

 
  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が38,000株（議決権38個）

含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式390株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

大量保有者 モルガン・スタンレー証券株式会社他５社(連名)

住所 東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３

所有株式数 13,443千株

発行済株式総数に対する所有株式数の割合 7.02％

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

5,316,000
― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

184,850,000
184,850 ―

単元未満株式
普通株式

1,240,969
― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 191,406,969 ― ―

総株主の議決権 ― 184,850 ―

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社椿本チエイン
大阪市北区中之島
３丁目３―３

5,316,000 ― 5,316,000 2.78

計 ― 5,316,000 ― 5,316,000 2.78

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 757 877 895 939 860 773

最低(円) 683 672 807 850 650 693



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)および前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)並びに、金融商品取

引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日ま

で)および当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表および中間

財務諸表については、新日本監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

〔資産の部〕

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 ※１ 9,140 12,275 13,568

   受取手形及び売掛金 ※４ 44,004 47,714 48,943

   有価証券 1,588 1,504 1,576

   たな卸資産 23,393 26,607 24,631

   繰延税金資産 2,306 3,061 3,465

   その他 1,698 1,173 1,072

   貸倒引当金 △306 △404 △295

  流動資産合計 81,826 40.4 91,932 43.2 92,961 43.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

    建物及び構築物 ※１ 43,305 46,426 43,556

    減価償却累計額 ※１ 23,469 19,836 24,786 21,640 24,051 19,505

    機械装置及び運搬具 ※１ 64,775 71,413 68,097

    減価償却累計額 ※１ 48,183 16,592 50,963 20,450 49,507 18,590

    工具器具備品 ※１ 15,969 16,438 16,072

    減価償却累計額 ※１ 13,728 2,241 14,085 2,352 13,783 2,289

    土地 ※１ 36,674 36,799 36,535

    建設仮勘定 ※１ 4,427 3,897 4,876

   有形固定資産合計 79,771 39.4 85,141 40.0 81,796 38.5

 ２ 無形固定資産 ※１ 1,446 0.7 2,038 1.0 1,999 0.9

 ３ 投資その他の資産

    投資有価証券 ※１ 32,583 27,658 29,703

    長期貸付金 142 111 121

    繰延税金資産 1,886 1,563 1,631

    その他 4,878 4,459 4,672

    貸倒引当金 △148 △187 △145

   投資その他の資産合計 39,342 19.5 33,605 15.8 35,982 16.9

  固定資産合計 120,559 59.6 120,785 56.8 119,778 56.3

  資産合計 202,386 100.0 212,717 100.0 212,739 100.0



前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

〔負債の部〕

Ⅰ 流動負債

   支払手形及び買掛金 ※４ 29,009 31,813 30,457

   短期借入金 ※１ 10,071 8,993 8,076

   一年以内に返済予定の 
   長期借入金    ※１

3,362 1,658 2,250

   一年以内に償還予定の 
   社債

※１ 960 60 160

   未払法人税等 2,150 2,231 4,319

   繰延税金負債 9 ― ―

   賞与引当金 2,652 2,767 2,675

   その他 ※４ 11,075 11,562 10,166

  流動負債合計 59,291 29.3 59,086 27.8 58,105 27.3

Ⅱ 固定負債

   社債 ※１ 7,120 7,060 7,090

   長期借入金 ※１ 18,536 24,083 24,735

   長期未払金 4,497 3,286 4,244

   繰延税金負債 14,180 13,484 14,202

   再評価に係る 
   繰延税金負債

6,773 6,773 6,773

   退職給付引当金 10,271 10,067 10,214

   役員退職慰労引当金 436 483 466

   その他 673 726 738

  固定負債合計 62,488 30.9 65,965 31.0 68,465 32.2

  負債合計 121,780 60.2 125,051 58.8 126,571 59.5

〔純資産の部〕

Ⅰ 株主資本

   資本金 17,076 17,076 17,076

   資本剰余金 12,655 12,656 12,656

   利益剰余金 45,015 55,088 51,279

   自己株式 △1,428 △2,518 △1,451

   株主資本合計 73,318 36.2 82,303 38.7 79,561 37.4

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

14,839 11,546 13,472

   繰延ヘッジ損益 △2 △89 △99

   土地再評価差額金 △12,047 △12,047 △12,047

   為替換算調整勘定 △240 525 146

   評価・換算差額等 
   合計

2,549 1.3 △64 △0.0 1,472 0.7

Ⅲ 少数株主持分 4,737 2.3 5,426 2.5 5,134 2.4

   純資産合計 80,606 39.8 87,665 41.2 86,168 40.5

   負債及び純資産合計 202,386 100.0 212,717 100.0 212,739 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 77,474 100.0 79,846 100.0 155,746 100.0

Ⅱ 売上原価 57,827 74.6 56,239 70.4 112,158 72.0

   売上総利益 19,646 25.4 23,607 29.6 43,587 28.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 13,950 18.0 14,818 18.6 27,579 17.7

   営業利益 5,695 7.4 8,788 11.0 16,008 10.3

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 40 36 73

   受取配当金 254 265 397

   賃貸料 79 80 157

   受取保険金 157 165 162

   その他 219 751 0.9 188 737 0.9 360 1,149 0.7

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 490 510 1,024

   為替差損 248 306 550

   その他 404 1,143 1.5 251 1,068 1.3 1,037 2,612 1.7

   経常利益 5,304 6.8 8,458 10.6 14,545 9.3

Ⅵ 特別利益

   投資有価証券売却益 ― ― 3,414

   貸倒引当金戻入額 10 ― ―

   退職給付制度改定に伴う 
   利益        

― 10 0.0 ― ― ― 123 3,537 2.3

Ⅶ 特別損失

   固定資産廃却損 ※２ 30 ― 40

   減損損失 ※３ ― ― 306

   投資有価証券売却損 ― ― 42

   北米事業再編費用 ― 30 0.0 ― ― ― 58 448 0.3

   税金等調整前中間(当期) 
   純利益

5,283 6.8 8,458 10.6 17,634 11.3

   法人税、住民税及び 
   事業税

2,318 2,659 7,093

   法人税等調整額 1,079 3,398 4.4 743 3,403 4.3 1,496 8,589 5.5

   少数株主利益 170 0.2 471 0.6 503 0.3

   中間(当期)純利益 1,714 2.2 4,583 5.7 8,541 5.5



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 17,076 12,654 44,508 △1,414 72,824

当中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,125 △1,125

 役員賞与 △82 △82

 中間純利益 1,714 1,714

 自己株式の取得 △14 △14

 自己株式の処分 1 1 2

 株主資本以外の項目の当中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

―

当中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 1 506 △13 493

平成18年９月30日残高(百万円) 17,076 12,655 45,015 △1,428 73,318

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 16,748 ― △12,047 △427 4,273 4,104 81,202

当中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― △1,125

 役員賞与 ― △82

 中間純利益 ― 1,714

 自己株式の取得 ― △14

 自己株式の処分 ― 2

 株主資本以外の項目の当中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△1,909 △2 ― 187 △1,723 632 △1,090

当中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△1,909 △2 ― 187 △1,723 632 △596

平成18年９月30日残高(百万円) 14,839 △2 △12,047 △240 2,549 4,737 80,606



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 17,076 12,656 51,279 △1,451 79,561

当中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △749 △749

 中間純利益 4,583 4,583

 自己株式の取得 △1,067 △1,067

 自己株式の処分 0 0 0

 子会社の新規連結に伴う減少高 △24 △24

 株主資本以外の項目の当中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

―

当中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 0 3,808 △1,067 2,742

平成19年９月30日残高(百万円) 17,076 12,656 55,088 △2,518 82,303

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 13,472 △99 △12,047 146 1,472 5,134 86,168

当中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― △749

 中間純利益 ― 4,583

 自己株式の取得 ― △1,067

 自己株式の処分 ― 0

 子会社の新規連結に伴う減少高 ― △24

 株主資本以外の項目の当中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△1,925 10 ― 379 △1,536 291 △1,244

当中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△1,925 10 ― 379 △1,536 291 1,497

平成19年９月30日残高(百万円) 11,546 △89 △12,047 525 △64 5,426 87,665



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 17,076 12,654 44,508 △1,414 72,824

当連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当     （注） △1,125 △1,125

 剰余金の配当 △562 △562

 役員賞与       （注） △82 △82

 当期純利益 8,541 8,541

 自己株式の取得 △39 △39

 自己株式の処分 2 2 5

 株主資本以外の項目の当連結 
 会計年度中の変動額(純額)

―

当連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― 2 6,770 △36 6,736

平成19年３月31日残高(百万円) 17,076 12,656 51,279 △1,451 79,561

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 16,748 ― △12,047 △427 4,273 4,104 81,202

当連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当     （注） ― △1,125

 剰余金の配当 ― △562

 役員賞与       （注） ― △82

 当期純利益 ― 8,541

 自己株式の取得 ― △39

 自己株式の処分 ― 5

 株主資本以外の項目の当連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△3,276 △99 ― 574 △2,800 1,029 △1,771

当連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△3,276 △99 ― 574 △2,800 1,029 4,965

平成19年３月31日残高(百万円) 13,472 △99 △12,047 146 1,472 5,134 86,168



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税金等調整前中間(当期) 
   純利益

5,283 8,458 17,634

   減価償却費 2,818 3,435 5,948

   減損損失 ― ― 306

   固定資産廃売却損益 89 74 153

   投資有価証券売却益 ― △ 1 △ 3,414

   投資有価証券売却損 ― ― 42

   貸倒引当金の増減額 △ 15 151 △ 31

   退職給付引当金の増減額 126 △ 131 93

   確定拠出年金移行に伴う 
   未払金の減少額

△ 800 △ 819 △ 894

   売上債権の増減額 △ 2,426 1,137 △ 7,228

   たな卸資産の増減額 1,284 △ 1,605 230

   仕入債務の増加額 1,971 672 2,754

   役員賞与の支払額 △ 119 ― △ 119

   その他 226 581 1,470

    小計 8,438 11,953 16,949

   利息及び配当金の受取額 299 303 476

   利息の支払額 △ 501 △ 512 △ 1,006

   法人税等の支払額 △ 3,665 △ 4,396 △ 6,311

  営業活動による 
  キャッシュ・フロー

4,571 7,348 10,107

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   定期預金の預入による 
   支出

△ 4 △0 △ 4

   定期預金の払戻による 
   収入

549 130 549

   有価証券の取得による 
   支出

△ 6 △ 1,169 △ 12

   有価証券の売却による 
   収入

106 4 3,861

   連結子会社株式の追加取 
   得による支出

― △ 5 ―

   連結範囲の変更を伴う 
   子会社株式の取得による 
   支出

△ 515 ― △ 515

   長期貸付による支出 △ 35 △35 △ 76

   長期貸付金の回収による 
   収入

60 46 114

   固定資産の取得による 
   支出

△ 3,544 △4,945 △ 10,268

   固定資産の売却による 
   収入

160 104 471

  投資活動による 
  キャッシュ・フロー

△ 3,229 △5,870 △ 5,879



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額 2,043 694 △39

   長期借入による収入 3,203 500 10,233

   長期借入金の返済による 
   支出

△5,620 △1,668 △7,555

   社債の償還による支出 △130 △130 △960

   割賦代金等の支払 
   による支出

△202 △177 △393

   配当金の支払額 △1,125 △749 △1,687

   少数株主への配当金の 
   支払額

△154 △159 △209

   自己株式の取得による 
   支出

△14 △1,067 △39

   自己株式の売却による 
   収入

2 0 5

  財務活動による 
  キャッシュ・フロー

△1,999 △2,757 △647

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

13 △39 52

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額

△643 △1,317 3,633

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

10,984 14,618 10,984

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び 
  現金同等物の期首残高

― 83 ―

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

10,340 13,384 14,618



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社 23社

㈱ツバキエマソン

㈱椿本カスタムチエン

㈱椿本スプロケット

ツバキ山久チエイン㈱

椿本メイフラン㈱

㈱椿本バルクシステム

㈱椿本鋳工

㈱椿本マシナリー

椿本西日本㈱

㈱北海道椿本チエイン

㈱ツバキサポートセンター

U.S.Tsubaki,Inc.

Ballantine,Inc.

TSUBAKI OF CANADA LIMITED

TSUBAKIMOTO EUROPE B.V.

TSUBAKIMOTO U.K. LTD.

台湾椿本股份有限公司

Tsubakimoto Singapore 
 Pte.Ltd.

TSUBAKIMOTO (THAILAND) 
 CO.,LTD.

TSUBAKIMOTO AUTOMOTIVE 
(THAILAND)CO.,LTD.

TSUBAKI AUSTRALIA 
 PTY.LIMITED

天津華盛昌歯輪有限公司

TSUBAKI CONVEYOR OF 
 AMERICA, INC.

 

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社 25社

㈱ツバキエマソン

㈱椿本カスタムチエン

㈱椿本スプロケット

ツバキ山久チエイン㈱

椿本メイフラン㈱

㈱椿本バルクシステム

㈱椿本鋳工

㈱椿本マシナリー

椿本西日本㈱

㈱北海道椿本チエイン

㈱ツバキサポートセンター

U.S.Tsubaki,Inc.

Ballantine,Inc.
TSUBAKI BRASIL REPRESENTACAO 

COMERCIAL LTDA.

TSUBAKI OF CANADA LIMITED

TSUBAKIMOTO EUROPE B.V.

TSUBAKIMOTO U.K. LTD.

台湾椿本股份有限公司

Tsubakimoto Singapore
 Pte.Ltd.

TSUBAKIMOTO (THAILAND)
 CO.,LTD.

TSUBAKIMOTO AUTOMOTIVE
(THAILAND)CO.,LTD.

椿本汽車発動機（上海）
有限公司 

TSUBAKI AUSTRALIA
 PTY.LIMITED

天津華盛昌歯輪有限公司

TSUBAKI CONVEYOR OF
 AMERICA, INC.

 

 

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社 23社

㈱ツバキエマソン

㈱椿本カスタムチエン

㈱椿本スプロケット

ツバキ山久チエイン㈱

椿本メイフラン㈱

㈱椿本バルクシステム

㈱椿本鋳工

㈱椿本マシナリー

椿本西日本㈱

㈱北海道椿本チエイン

㈱ツバキサポートセンター

U.S.Tsubaki,Inc.

Ballantine,Inc.

TSUBAKI OF CANADA LIMITED

TSUBAKIMOTO EUROPE B.V.

TSUBAKIMOTO U.K. LTD.

台湾椿本股份有限公司

Tsubakimoto Singapore 
 Pte.Ltd.

TSUBAKIMOTO (THAILAND) 
 CO.,LTD.

TSUBAKIMOTO AUTOMOTIVE 
(THAILAND)CO.,LTD.

TSUBAKI AUSTRALIA 
 PTY.LIMITED

天津華盛昌歯輪有限公司

TSUBAKI CONVEYOR OF 
 AMERICA, INC.

なお、ツバキ山久チエイン㈱

は平成18年4月3日の株式取得

に伴い当中間連結会計期間よ

り連結子会社となりました。

前中間連結会計期間において

連結子会社であった韓国コン

ベヤ工業㈱については、実質

支配力基準の適用から外れた

ために、前連結会計年度下期

より持分法適用の関連会社と

しております。

なお、TSUBAKI BRASIL 

REPRESENTACAO COMERCIAL 

LTDA.については当中間連結

会計期間において新たに設立

したこと、椿本汽車発動機

（上海）有限公司について

は、重要性が増加したことに

より、 当中間連結会計期間

より連結子会社としておりま

す。

なお、ツバキ山久チエイン㈱

は平成18年4月3日の株式取得

に伴い当連結会計年度より連

結子会社となりました。

 (2) 非連結子会社

    主要な会社名

    椿本汽車発動機（上海） 

    有限公司
 （連結の範囲から除いた理由）
   非連結子会社は、総資産、売

上高、中間純損益(持分に見

合う額)および利益剰余金(持

分に見合う額)等のそれぞれ

の合計額が、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及

ぼさないため、連結の範囲か

ら除外しております。

 (2) 非連結子会社

    主要な会社名

    椿本鏈条貿易（上海）

    有限公司
 （連結の範囲から除いた理由）

同左

 (2) 非連結子会社

    主要な会社名

    椿本汽車発動機（上海） 

    有限公司
（連結の範囲から除いた理由）

   非連結子会社は、総資産、売

上高、当期純損益(持分に見

合う額)および利益剰余金(持

分に見合う額)等のそれぞれ

の合計額が、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼさ

ないため、連結の範囲から除

外しております。



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用する関連会社

２社
   会社名

   韓国コンベヤ工業㈱

   天津椿本輸送機械有限公司

   なお、前中間連結会計期間に

おいて連結子会社であった韓

国コンベヤ工業㈱について

は、実質支配力基準の適用か

ら外れたために、前連結会計

年度下期より持分法適用の関

連会社としております。

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用する関連会社

２社

   会社名

   韓国コンベヤ工業㈱

   天津椿本輸送機械有限公司

   

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用する関連会社

２社

   会社名

   韓国コンベヤ工業㈱

   天津椿本輸送機械有限公司

   

 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社

    主要な会社名

    椿本汽車発動機（上海）

    有限公司

   持分法を適用しない関連会社

    主要な会社名 新興製機㈱

 （持分法の適用を除外した理由）

   持分法非適用の非連結子会社

および関連会社は中間純損益

(持分に見合う額)および利益

剰余金(持分に見合う額)等の

それぞれの合計額が、いずれ

も中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼさないため、持分

法の適用を除外しておりま

す。

 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社

    主要な会社名

    椿本鏈条貿易（上海）

    有限公司

   持分法を適用しない関連会社

同左

 （持分法の適用を除外した理由）

同左

 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社

    主要な会社名

    椿本汽車発動機（上海）

    有限公司

   持分法を適用しない関連会社

同左

（持分法の適用を除外した理由）

   持分法非適用の非連結子会社

および関連会社は当期純損益

(持分に見合う額)および利益

剰余金(持分に見合う額)等の

それぞれの合計額が、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響

を及ぼさないため、持分法の

適用を除外しております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

   連結子会社のうち、天津華盛

昌 歯 輪 有 限 公 司 お よ び

TSUBAKIMOTO  AUTOMOTIVE

(THAILAND)CO.,LTD. の中間

決 算 日 は ６ 月 30 日、

TSUBAKIMOTO  (THAILAND) 

CO., LTD.の中間決算日は７

月31日であります。 

上記連結子会社につきまして

は、中間連結財務諸表の作成

に当たって連結子会社の中間

決算日現在の中間財務諸表を

使用しております。ただし、

中間連結決算日との間に生じ

た重要な取引については連結

上必要な調整を行っておりま

す。

 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

連結子会社の中間決算日が中

間連結決算日と異なる会社は

次のとおりであります。

6月30日
TSUBAKIMOTO AUTOMOTIVE 

(THAILAND)CO.,LTD
*１

椿本汽車発動機
（上海）有限公司 

*１

天津華盛昌歯輪
有限公司

*１

TSUBAKI BRASIL REPRESENTACAO

COMERCIAL LTDA.
*２

7月31日
TSUBAKIMOTO (THAILAND)  
CO.,LTD.

*１

*１連結子会社の中間決算日現在

の中間財務諸表を使用してお

ります。ただし、中間連結決

算日との間に生じた重要な取

引については連結上必要な調

整を行っております。

*２中間連結決算日現在で実施し

た仮決算に基づく中間財務諸

表を使用しております。

３ 連結子会社の決算日等に関する

事項

   連結子会社のうち、天津華盛

昌 歯 輪 有 限 公 司 お よ び

TSUBAKIMOTO  AUTOMOTIVE

(THAILAND)CO.,LTD.の決算日

は 12 月 31 日、TSUBAKIMOTO 

(THAILAND) CO., LTD.の決算

日は１月31日であります。 

上記連結子会社につきまして

は、連結財務諸表の作成に当

たって連結子会社の決算日現

在の財務諸表を使用しており

ます。ただし、連結決算日と

の間に生じた重要な取引につ

いては連結上必要な調整を行

っております。



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券

    満期保有目的の債券

     ……償却原価法(定額法)

    その他有価証券

     時価のあるもの

     ……中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ております。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの

     ……中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ております。

     

     時価のないもの

      ……移動平均法による

原価法

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券

    満期保有目的の債券

     ……償却原価法(定額法)

    その他有価証券

     時価のあるもの

     ……決算日の市場価格等

に基づく時価法 

評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ております。

     時価のないもの

      ……移動平均法による

原価法

           時価のないもの

      ……移動平均法による

原価法

  ② デリバティブ

      ……時価法

  ② デリバティブ

同左

  ② デリバティブ

同左

  ③ たな卸資産

    主として、先入先出法、個

別法および移動平均法に基

づく原価法により評価して

おりますが、一部の海外連

結子会社では低価法により

評価しております。

  ③ たな卸資産

同左

  ③ たな卸資産

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

   有形固定資産

    主として定率法を採用して

おります。ただし、建物

(建物附属設備を除く)につ

いては、定額法によってお

ります。

    なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物及び 
構築物

３～50年

機械装置及び 
運搬具

４～13年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

   有形固定資産

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

   有形固定資産

同左

   無形固定資産

定額法を採用しておりま

す。

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては社内におけ

る利用可能期間(５年)に基

づいております。

   無形固定資産

同左

   無形固定資産

同左



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるた

め、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上

しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

同左

  ② 賞与引当金

    従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額基準に

より計上しております。

  ② 賞与引当金

       同左

  ② 賞与引当金

       同左

  ③ 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務および

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。

    過去勤務債務は、その発生

連結会計年度に全額費用処

理しております。

    数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理し

ております。

  ③ 退職給付引当金

同左

  ③ 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき

計上しております。

    過去勤務債務は、その発生

連結会計年度に全額費用処

理しております。

    数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理し

ております。

  ④ 役員退職慰労引当金

    役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく

中間連結会計期間末要支給

額を計上しております。

  ④ 役員退職慰労引当金

同左

  ④ 役員退職慰労引当金

    役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく

連結会計年度末要支給額を

計上しております。



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準

    外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、為替差額は

損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資

産及び負債は、中間決算日の

直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部におけ

る為替換算調整勘定及び少数

株主持分に含めております。

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準

同左

    

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準

    外貨建金銭債権債務は、決

算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。な

お、在外子会社等の資産およ

び負債は、決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収

益および費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替

換算調整勘定及び少数株主持

分に含めております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (5) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

    繰延ヘッジ処理を採用して

おります。なお、為替予約

については、振当処理を行

っております。また、特例

処理の要件を満たしている

金利スワップについては、

特例処理を採用しておりま

す。

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

       同左

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

       同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

     ヘッジ手段

      ……金利スワップ取引

および為替予約取

引

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

     ヘッジ対象

      ……変動金利の借入金

利息および外貨建

取引

  ③ ヘッジ方針

    為替変動および金利変動リ

スクを回避するために、デ

リバティブ取引を利用して

おります。なお、投機目的

によるデリバティブ取引は

行わない方針であります。

  ③ ヘッジ方針

同左

  ③ ヘッジ方針

同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

    ヘッジ開始時から有効性判

定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象とヘッジ手

段の相場変動または、キャ

ッシュ・フロー変動の累計

を比較することにより、有

効性の評価を行っておりま

す。ただし、振当処理を行

っている為替予約および特

例処理の要件を満たす金利

スワップについては、有効

性の評価を省略しておりま

す。

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

       同左

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

       同左

 (7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

①長期請負工事の収益計上基準

    長期請負工事を伴う受注物

件の収益計上は工事完成基

準によっておりますが、マ

テハン事業部門の一部海外

連結子会社においては、工

事進行基準によっておりま

す。

 (7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

①長期請負工事の収益計上基準

同左

 (7) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

  ①長期請負工事の収益計上基準

同左

②消費税等の会計処理

    消費税および地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っております。

②消費税等の会計処理

同左

  ②消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

   手許現金、随時引き出し可能

な預金および容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資

からなっております。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に 

関する会計基準）    

 当中間連結会計期間より、「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの「資本の部」の合計

に相当する金額は、75,870百万円

であります。 

 なお、中間連結財務諸表規則の

改正により、当中間連結会計期間

における中間連結貸借対照表の

「純資産の部」については、改正

後の中間連結財務諸表規則により

作成しております。

（固定資産の減価償却方法の変更） 

 当社および国内連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、当中間連

結会計期間から、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に基

づく方法により、減価償却費を計

上しております。  

 この変更により、従来の方法に

よった場合と比較して、営業利益

は52百万円、経常利益および税金

等調整前中間純利益はそれぞれ

54百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しており

ます。 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）   

 当連結会計年度より、 「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第５

号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの「資本の部」の合計

に相当する金額は、81,133百万円

であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正

により、当連結会計年度における

連結貸借対照表の「純資産の部」

については、改正後の連結財務諸

表規則により作成しております。



次へ 

表示方法の変更 

 
  

追加情報 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前中間連結会計期間において区分掲記していた「製品補

償費」は、当中間連結会計期間においては重要性が減少

したため、営業外費用の「その他」に含めて表示してお

ります。 

なお、当中間連結会計期間の「製品補償費」は71百万円

であります。 

 

――――

前中間連結会計期間において営業外費用の「その他」に

含めて表示しておりました「為替差損」は、営業外費用

の総額の百分の十を超えたため、区分掲記することとい

たしました。 

なお、前中間連結会計期間の「為替差損」は107百万円

であります。

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――

 

 

（固定資産の減価償却方法の変更） 

 当社および国内連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した有形固定

資産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計

上しております。

 この変更により、従来の方法に

よった場合と比較して、営業利益

は156百万円、経常利益および税金

等調整前中間純利益はそれぞれ162

百万円減少しております。

 なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しており

ます。

(退職給付引当金)

 海外連結子会社のうち１社は平

成19年１月１日付で、確定給付制

度の一部について、確定拠出型制

度へ移行し、「退職給付制度間の

移行等に関する会計処理」(平成14

年１月31日企業会計基準適用指針

第１号)および「退職給付制度間の

移行等の会計処理に関する実務上

の取扱い」(平成14年３月29日実務

対応報告第２号)を適用しておりま

す。

 当制度改定に伴う損益等に与え

た影響額については（退職給付関

係）に記載しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 担保資産及び担保付債務

  担保資産

百万円 百万円

現金及び
預金

230 (―)

建物及び 
構築物

15,758 (15,173)

機械装置 
及び 
運搬具

8,461 (8,461)

工具器具 
備品

1,000 (1,000)

土地 31,536 (29,612)

建設 
仮勘定

75 (75)

無形固定 
資産

63 (63)

投資有価
証券

126 (―)

計 57,254 (54,387)

※１ 担保資産及び担保付債務

  担保資産

百万円 百万円

現金及び
預金

200 (―)

建物及び
構築物

15,059 (14,919)

機械装置
及び 
運搬具

9,790 (9,790)

工具器具
備品

958 (958)

土地 30,867 (29,095)

建設 
仮勘定

40 (40)

無形固定
資産

63 (63)

投資有価
証券

125 (―)

計 57,105 (54,868)

※１ 担保資産及び担保付債務

  担保資産

百万円 百万円

現金及び
預金

230 (―)

建物及び
構築物

14,445 (14,298)

機械装置
及び 
運搬具

8,904 (8,904)

工具器具
備品

979 (979)

土地 30,867 (29,095)

建設
仮勘定

428 (428)

無形固定
資産

63 (63)

投資有価
証券

122 (―)

計 56,041 (53,769)

  担保付債務

百万円 百万円

短期 
借入金

726 (―)

一年以内
に返済予
定の長期
借入金

3,357 (2,956)

一年以内

に償還予

定の社債

860 (800)

社債 120 (―)

長期 
借入金

7,756 (7,355)

計 12,820 (11,111)

  担保付債務

百万円 百万円

短期 
借入金

336 (―)

一年以内
に返済予
定の長期
借入金

1,540 (1,340)

一年以内

に償還予

定の社債

60 (―)

社債 60 (―)

長期 
借入金

6,215 (6,015)

計 8,212 (7,355)

  担保付債務

百万円 百万円

短期
借入金

530 (60)

一年以内
に返済予
定の長期
借入金

2,247 (1,917)

一年以内

に償還予

定の社債

60 (―)

社債 90 (―)

長期
借入金

6,950 (6,675)

計 9,878 (8,652)

  上記のうち( )内書は、工場財

団抵当ならびに当該債務を示し

ております。

  上記のうち( )内書は、工場財

団抵当ならびに当該債務を示し

ております。

  上記のうち( )内書は、工場財

団抵当ならびに当該債務を示し

ております。



前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

 ２ 保証債務

   関係会社の借入金および従業

員の住宅借入金に対する債務

の保証額は、次のとおりであ

ります。

  (1) 関係会社

百万円

天津東椿大気塗装 
輸送系統設備 
有限公司

298

椿本汽車発動機 
(上海）有限公司

65

椿艾黙生機械 
(上海）有限公司

44

クオドラントイー
ピーピージャパン

7

計 416

 

 ２ 保証債務

   関係会社の借入金および従業

員の住宅借入金に対する債務

の保証額は、次のとおりであ

ります。

  (1) 関係会社

百万円

椿艾黙生機械
(上海）有限公司

45

計 45

 ２ 保証債務

   関係会社の借入金および従業

員の住宅借入金に対する債務

の保証額は、次のとおりであ

ります。

  (1) 関係会社

百万円

天津東椿大気塗装 
輸送系統設備 
有限公司

152

椿本汽車発動機 
(上海）有限公司

67

椿艾黙生機械 
(上海）有限公司

45

クオドラントイー
ピーピージャパン

1

計 267

 
(2) 従業員(92名) 364百万円

 
(2）従業員(71名) 289百万円

 
(2) 従業員(76名) 318百万円

 ３ 受取手形割引高

140百万円

 ３ 受取手形割引高

217百万円

 ３ 受取手形割引高

193百万円

 

 

※４ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理は、手形交換日

をもって決済処理しておりま

す。なお、当中間連結会計期

間末日が金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会計

期間末日満期手形が中間連結

会計期間末残高に含まれてお

ります。

受取手形 2,278百万円

支払手形 1,900百万円
受取手形 
割引高 34百万円

また、債権債務の一部につい

ては、手形と同様の期日条件

で現金決済する方法によって

おりますので、上記の中間連

結会計期間末日満期手形と同

様に、中間連結会計期間末日

が決済日であるものが中間連

結会計期間末残高に含まれて

おります。

売掛金 2,022百万円

買掛金 2,374百万円
流動負債その他 
(未払金) 492百万円

 

 

※４ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理は、手形交換日

をもって決済処理しておりま

す。なお、当中間連結会計期

間末日が金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会計

期間末日満期手形が中間連結

会計期間末残高に含まれてお

ります。

受取手形 2,599百万円

支払手形 2,201百万円
受取手形
割引高 55百万円

また、債権債務の一部につい

ては、手形と同様の期日条件

で現金決済する方法によって

おりますので、上記の中間連

結会計期間末日満期手形と同

様に、中間連結会計期間末日

が決済日であるものが中間連

結会計期間末残高に含まれて

おります。

売掛金 2,105百万円

買掛金 2,748百万円
流動負債その他
(未払金) 512百万円

 

 

※４ 連結会計年度末日満期手形の

会計処理は、手形交換日をも

って決済処理しております。

なお、当連結会計年度末日が

金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満

期手形が連結会計年度末残高

に含まれております。

受取手形 2,139百万円

支払手形 2,281百万円

割引手形 32百万円

また、債権債務の一部につい

ては、手形と同様の期日条件

で現金決済する方法によって

おりますので、上記の連結会

計年度末日満期手形と同様

に、連結会計年度末日が決済

日であるものが連結会計年度

末残高に含まれております。

売掛金 2,116百万円

買掛金 2,666百万円
流動負債その他 
(未払金) 533百万円



次へ 

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

 ５ コミットメントライン契約

   当社は、運転資金の効率的な

調達を行なうため取引金融機

関とコミットメントライン契

約を締結しております。

   当該契約に基づく当中間連結

会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

コミットメント 
の総額

15,000百万円

借入実行残高 1,000百万円

差引額 14,000百万円

 ５ コミットメントライン契約

   当社は、運転資金の効率的な

調達を行なうため取引金融機

関とコミットメントライン契

約を締結しております。

   当該契約に基づく当中間連結

会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

コミットメント
の総額

15,000百万円

借入実行残高 2,000百万円

差引額 13,000百万円

 ５ コミットメントライン契約

   当社は、運転資金の効率的な

調達を行なうため取引金融機

関とコミットメントライン契

約を締結しております。

   当該契約に基づく当連結会計

年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

コミットメント 
の総額

15,000百万円

借入実行残高 2,000百万円

差引額 13,000百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目は、次のとおりで

あります。

百万円

給料及び手当 4,730

荷造運送費 2,410

賞与引当金 
繰入額

702

減価償却費 339

退職給付費用 255

役員退職慰労 
引当金繰入額

42

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目は、次のとおりで

あります。

百万円

給料及び手当 5,102

荷造運送費 2,072

賞与引当金
繰入額

747

減価償却費 435

退職給付費用 260

役員退職慰労
引当金繰入額

48

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目は、次のとおりで

あります。

百万円

給料及び手当 9,745

荷造運送費 4,369

賞与引当金
繰入額

774

減価償却費 711

退職給付費用 648

役員退職慰労 
引当金繰入額

85

※２ 固定資産廃却損の内訳は、次

のとおりであります。

建物及び構築物 27百万円

工具器具備品 3百万円

計 30百万円

※２     ――― ※２ 固定資産廃却損の内訳は、次

のとおりであります。

建物及び構築物 32百万円

その他 7百万円

合計 40百万円



前へ   次へ 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※３     ――― ※３     ―――

 

 

※３減損損失

    当連結会計年度において、

当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計

上いたしました。

（１）減損損失を認識した資産また

は資産グループの概要

用途 処分予定資産

場所 岡山県 岡山市

種類 土地、建物

（２）減損損失を認識するに至った

経緯

   ㈱椿本マシナリー岡山支店に

ついては、地価の著しい下落

が見られ、同社の取締役会に

おいて売却・移転することが

決議されたため、当該資産の

帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損

失（306百万円）として特別

損失に計上したものでありま

す。

（３）減損損失の金額

建物及び構築物 89百万円

土地 217百万円

計 306百万円

（４）資産のグルーピングの方法

    原則として事業部または事

業所単位にグルーピングして

おります。

（５）回収可能価額の算定方法等

    当資産グループの回収可能

価額は正味売却価額により測

定しており、不動産鑑定評価

額により評価しております。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取請求による増加         21千株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少              3千株 

  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 191,406 ― ― 191,406

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 3,865 21 3 3,884

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 1,125 6.0 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月15日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 562 3.0 平成18年９月30日 平成18年12月８日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

    取締役会決議による自己株式の取得による増加  1,361千株 

 単元未満株式の買取請求による増加            41千株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少              1千株 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 191,406 ― ― 191,406

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 3,914 1,402 1 5,316

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 749 4.0 平成19年３月31日 平成19年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月14日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 558 3.0 平成19年９月30日 平成19年12月10日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取請求による増加     56千株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少      7千株 

  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 191,406 ― ― 191,406

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 3,865 56 7 3,914

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 1,125 6.0 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月15日 
取締役会

普通株式 562 3.0 平成18年９月30日 平成18年12月８日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 749 4.0 平成19年３月31日 平成19年６月29日



前へ   次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

(平成18年９月30日現在)

百万円

現金及び預金勘定 9,140

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△388

有価証券に含まれ 
る現金同等物

1,588

現金及び 
現金同等物

10,340

 

  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

(平成19年９月30日現在)

百万円

現金及び預金勘定 12,275

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△396

有価証券に含まれ
る現金同等物

1,504

現金及び 
現金同等物

13,384

  現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

百万円

現金及び預金勘定 13,568

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△526

有価証券に含まれ 
る現金同等物

1,576

現金及び
現金同等物

14,618



(リース取引関係) 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額

 

取得価額 
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

減損損失 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
 

(百万円)

有形固定 
資産

機械装
置及び
運搬具

275 103 ― 171

工具器
具備品 788 461 ― 327

無形固定
資産 353 195 ― 158

計 1,417 760 ― 656

 

取得価額 
相当額

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

減損損失
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
 

(百万円)

有形固定 
資産

機械装
置及び
運搬具

301 153 ― 147

工具器
具備品 776 352 ― 424

無形固定
資産 407 218 ― 189

計 1,485 723 ― 762

 

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

減損損失 
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高
相当額 

 
(百万円)

有形固定 
資産

機械装
置及び
運搬具

296 131 ― 164

工具器
具備品 765 386 ― 378

無形固定
資産 399 220 ― 178

計 1,461 739 ― 721

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。

 (注)    同左  (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等

百万円

１年以内 258

１年超 398

計 656

リース資産減損 
勘定の残高

―

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等

百万円

１年以内 266

１年超 495

計 762

リース資産減損
勘定の残高

―

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額等

百万円

１年以内 268

１年超 452

計 721

リース資産減損 
勘定の残高

―

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、有形固定資産

の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子

込み法により算定しており

ます。

 (注)    同左  (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。

 

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失

百万円

支払リース料 163

リース資産減損 

勘定の取崩額
―

減価償却費相当額 163

減損損失 ―
 

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失

百万円

支払リース料 154

リース資産減損 

勘定の取崩額
―

減価償却費相当額 154

減損損失 ―
 

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失

百万円

支払リース料 310

リース資産減損 

勘定の取崩額
―

減価償却費相当額 310

減損損失 ―



前へ   次へ 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

百万円

１年以内 76

１年超 100

計 176

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

百万円

１年以内 103

１年超 98

計 201

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

百万円

１年以内 80

１年超 64

計 145



(有価証券関係) 

  

有価証券 

(前中間連結会計期間末 平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容および中間連結貸借対照表計上額 

 
  

(当中間連結会計期間末 平成19年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容および中間連結貸借対照表計上額 

 
  

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 6,070 31,153 25,082

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 149 146 △2

合計 6,219 31,299 25,079

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

マネー・マネジメント・ファンド 1,001

非上場外国債券 586

非上場株式 384

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 7,050 26,334 19,283

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 49 58 9

合計 7,099 26,393 19,293

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

マネー・マネジメント・ファンド 1,004

非上場外国債券 499

非上場株式 375



(前連結会計年度末 平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額 

 
  

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 5,884 28,416 22,532

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 49 58 9

合計 5,933 28,474 22,541

連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

マネー・マネジメント・ファンド 1,002

非上場外国債券 573

非上場株式 375



前へ 

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

(前中間連結会計期間末 平成18年９月30日) 

 
(注) １ 時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

   ２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、注記の対象から除いております。 

     

(当中間連結会計期間末 平成19年９月30日) 

 
(注) １ 時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

   ２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、注記の対象から除いております。 

     

(前連結会計年度末 平成19年３月31日) 

 
(注) １ 時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

   ２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、注記の対象から除いております。 

  

対象物
の種類

取引の種類
契約額等

契約額等の
時価 評価損益

うち１年超
（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

通貨

為替予約取引
 売建

  米ドル 1,705 ― 1,763 △ 57

  カナダドル 156 ― 163 △ 6

  オーストラリアドル 80 ― 82 △ 2
 買建

  日本円 1,368 ― 1,335 △ 33

金利
スワップ取引
 支払変動・受取固定 150 150 △ 10 △ 10

合計 ― ― ― △111

対象物
の種類

取引の種類
契約額等

契約額等の
時価 評価損益

うち１年超
（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

通貨

為替予約取引
 売建

  米ドル 2,827 ― 2,844 △17

    ユーロ 485 ― 526 △41

  カナダドル 176 ― 200 △24

  英ポンド 96 ― 100 △3

  オーストラリアドル 93 ― 95 △1
 買建

  日本円 446 ― 434 △12

金利
スワップ取引
 支払変動・受取固定 150 150 △8 △8

合計 ― ― ― △110

対象物
の種類

取引の種類
契約額等

契約額等の
時価 評価損益

うち１年超
（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

通貨

為替予約取引
 売建
  米ドル 2,164 ― 2,187 △ 23
  カナダドル 142 ― 141 0
  オーストラリアドル 65 ― 67 △ 1
  英ポンド 14 ― 14 0
 買建
  日本円 1,230 ― 1,200 △ 30
  米ドル 15 ― 15 △ 0

金利
スワップ取引
 支払変動・受取固定 150 150 △ 10 △ 10

合計 ― ― ― △ 65



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

パワトラ
事業部門
(百万円)

マテハン
事業部門
(百万円)

その他部門

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

59,021 18,177 275 77,474 ― 77,474

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

876 77 975 1,929 (1,929) ―

計 59,897 18,255 1,250 79,403 (1,929) 77,474

営業費用 52,630 18,237 1,152 72,021 (242) 71,778

営業利益 7,267 17 97 7,382 (1,686) 5,695

パワトラ
事業部門
(百万円)

マテハン
事業部門
(百万円)

その他部門

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

64,495 15,088 262 79,846 ― 79,846

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

887 2 881 1,771 (1,771) ―

計 65,383 15,091 1,143 81,618 (1,771) 79,846

営業費用 56,660 13,256 1,035 70,952 105 71,057

営業利益 8,722 1,834 108 10,666 (1,877) 8,788

パワトラ
事業部門
(百万円)

マテハン
事業部門
(百万円)

その他部門

(百万円)

計

(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

122,980 32,172 593 155,746 ― 155,746

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,569 146 1,918 3,633 (3,633) ―

計 124,550 32,318 2,511 159,380 (3,633) 155,746

営業費用 107,182 30,429 2,284 139,896 (158) 139,738

営業利益 17,367 1,889 227 19,484 (3,475) 16,008



(注) １ 事業区分の方法 

事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の主要製品 
  

 
３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間1,778百万

円、当中間連結会計期間1,912百万円、前連結会計年度3,603百万円であり、当社の本社管理部門等に係

る費用であります。 

   ４ 会計処理基準の変更 

（前中間連結会計期間） 

 記載すべき事項はありません。 

（当中間連結会計期間） 

 「会計処理の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間から、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産については、改正後の法人税法に基づく方法により、減価償却費を計上しております。  

 この変更により、従来の方法によった場合と比較して、営業利益は、パワトラ事業部門が50百万円、

マテハン事業部門が０百万円、その他部門が０百万円、消去又は全社が１百万円それぞれ減少しており

ます。 

 （追加情報） 

 平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額

と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。  

 この変更により、従来の方法によった場合と比較して、営業利益は、パワトラ事業部門が138百万円、

マテハン事業部門が14百万円、その他部門が０百万円、消去又は全社が３百万円それぞれ減少しており

ます。 

（前連結会計年度） 

 記載すべき事項はありません。 

   

  

事業区分 主要製品

パワトラ 
事業部門

・伝動用チェーン
標準形チェーン、特形チェーン、無給油チェーン、強力チェーン、耐環境チェー
ン、低騒音チェーン、船舶エンジン用舶用チェーン 他

・搬送用チェーン
標準形コンベヤチェーン、特形コンベヤチェーン、フリーフローチェーン、工作機
械用ＡＴＣチェーン、エスカレータ用チェーン、立体駐車場用チェーン、トップチ
ェーン、バケットエレベータ用コンベヤチェーン、水処理用チェーン 他

・ケーブル・ホース支持案内装置
プラスチックケーブルベヤ、スチールケーブルベヤ 他

・周辺機器
チェーンテンショナ、チェーン給油装置 他

・自動車部品
タイミングチェーン（ローラチェーン、サイレントチェーン）、チェーンテンショ
ナ、タイミングベルト、オートテンショナ、ガイド、レバー、スプロケット、プー
リ 他

・一般産業用ベルト商品
タイミングベルト、タイミングプーリ 他

・伝動装置
変減速機、直線作動機、締結具、軸継手、クラッチ、過負荷保護機器、トルク機器
スプロケット、間欠駆動ユニット 他

マテハン 
事業部門

・システム
自動車製造ライン搬送システム、新聞工場内搬送システム、クリーン工場内搬送シ
ステム、流通業界向け仕分けシステム、創薬分野向け保管・ピッキングシステム、
粉粒体搬送システム、各種搬送システム 他

・コンベヤ、物流機器装置
各種コンベヤ、モノレール、回転棚、垂直自動棚、食品業界向けフリーザー、金属
屑搬送装置、クーラント処理装置、三次元搬送プラスチックチェーンコンベヤ 他

・設備監視ソフト
・メンテナンスサービス

その他部門 ・ビルメンテナンス、保険代理業、ヘルスケア機器の販売 他



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

日本

(百万円)

北米

(百万円)

欧州

(百万円)

アジア・
オセアニア
(百万円)

計

(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

① 外部顧客に対する
売上高

56,637 13,229 4,304 3,302 77,474 ― 77,474

② セグメント間の内部
売上高又は振替高

7,023 348 6 300 7,678 (7,678) ―

計 63,661 13,577 4,310 3,602 85,152 (7,678) 77,474

営業費用 56,799 14,065 3,936 3,116 77,918 (6,139) 71,778

営業利益又は営業損失(△) 6,861 △487 373 486 7,234 (1,538) 5,695

日本

(百万円)

北米

(百万円)

欧州

(百万円)

アジア・
オセア 
ニア 

(百万円)

その他

(百万円)

計

(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

① 外部顧客に対する
売上高

53,762 16,150 4,995 4,937 ― 79,846 ― 79,846

② セグメント間の内部
売上高又は振替高

8,767 243 9 405 ― 9,426 (9,426) ―

計 62,530 16,393 5,005 5,342 ― 89,272 (9,426) 79,846

営業費用 54,964 14,966 4,470 4,452 0 78,854 (7,796) 71,057

営業利益又は営業損失(△) 7,566 1,427 534 890 △0 10,418 (1,629) 8,788



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法 

国又は地域の区分の方法は、地理的近接度による区分によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………………………アメリカ、カナダ 

(2) 欧州………………………オランダ、イギリス 

(3) アジア・オセアニア……台湾、中華人民共和国、シンガポール、タイ、オーストラリア 

(4) その他……ブラジル 

なお、「その他」は、当中間連結会計期間においてTSUBAKI BRASIL REPRESENTACAO COMERCIAL LTDA.を

設立したことにより新たに区分しております。 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間1,778百万

円、当中間連結会計期間1,912百万円、前連結会計年度3,603百万円であり、当社の本社管理部門等に係

る費用であります。 

   ４ 会計処理基準の変更 

（前中間連結会計期間） 

 記載すべき事項はありません。 

（当中間連結会計期間） 

 「会計処理の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間から、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産については、改正後の法人税法に基づく方法により、減価償却費を計上しております。  

 この変更により、従来の方法によった場合と比較して、営業利益は日本において51百万円、消去又は

全社で１百万円それぞれ減少しております。 

（追加情報） 

 平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額

と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。  

 この変更により、従来の方法によった場合と比較して、営業利益は日本において153百万円、消去又は

全社において３百万円それぞれ減少しております。 

（前連結会計年度） 

 記載すべき事項はありません。 

  

日本

(百万円)

北米

(百万円)

欧州

(百万円)

アジア・
オセアニア
(百万円)

計

(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

① 外部顧客に対する
売上高

111,465 28,287 9,126 6,866 155,746 ― 155,746

② セグメント間の内部
売上高又は振替高

14,932 581 16 674 16,204 (16,204) ―

計 126,398 28,869 9,142 7,541 171,951 (16,204) 155,746

営業費用 110,619 27,568 8,296 6,431 152,915 (13,177) 139,738

営業利益 15,778 1,300 845 1,109 19,035 (3,027) 16,008



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法 

国又は地域の区分の方法は、地理的近接度による区分によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………………………アメリカ、カナダ 

(2) 欧州………………………オランダ、イギリス 

(3) アジア・オセアニア……台湾、中華人民共和国、シンガポール、タイ、オーストラリア 

(4) その他の地域……………アフリカ、中近東、中南米 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  

北米 欧州
アジア・
オセアニア

その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 13,479 4,682 9,447 3,207 30,817

Ⅱ 連結売上高(百万円) 77,474

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

17.4 6.0 12.2 4.2 39.8

北米 欧州
アジア・
オセアニア

その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 16,305 5,331 6,810 287 28,734

Ⅱ 連結売上高(百万円) 79,846

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

20.4 6.7 8.5 0.4 36.0

北米 欧州
アジア・
オセアニア

その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 28,829 9,866 16,119 3,443 58,258

Ⅱ 連結売上高(百万円) 155,746

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

18.5 6.3 10.4 2.2 37.4



(１株当たり情報) 

  

 
  
(注) １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 404円58銭 １株当たり純資産額 441円93銭 １株当たり純資産額 432円20銭

１株当たり 
中間純利益金額

9円14銭
１株当たり 
中間純利益金額

24円60銭
１株当たり
当期純利益金額

45円55銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため、記載しておりま

せん。

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため、記載しておりま

せん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため、記載しておりま

せん。

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 1,714 4,583 8,541

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ―

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円）

1,714 4,583 8,541

普通株式の期中平均株式数(千株) 187,532 186,335 187,519



(重要な後発事象) 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― ―――

 

 当社は、平成19年５月14日開催の

取締役会において、経営環境の変化

に対応した機動的な経営を行うた

め、会社法第165条第３号の規定に

より読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づき、自己株式を

取得することおよびその具体的な取

得方法について決議し、自己株式の

取得を以下のとおり実施いたしまし

た。

（１）自己株式取得に関する取締役

会の決議内容

①取得する株式の種類

当社普通株式

②取得する株式の総数

1,400,000株

③取得価額の総額

1,200百万円

④取得の期間
平成19年５月15日から 
平成19年５月22日まで

⑤取得の方法
東京証券取引所のToSTNeT-2
での自己株式取得取引による
取得

（２）取得日

平成19年５月16日

（３）その他

上 記 東 京 証 券 取 引 所 の

ToSTNeT-2での自己株式取得取

引による取得の結果、当社普通

株 式 1,361,000 株（取 得 価 額

1,032百万円）を取得いたしま

した。



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 7,016 7,976 11,061

   受取手形 ※５ 5,777 7,022 5,657

   売掛金 ※５ 21,924 24,254 25,651

   有価証券 1,001 1,004 1,002

   たな卸資産 8,071 9,447 8,036

   繰延税金資産 798 1,296 1,352

   その他 3,739 5,377 4,828

   貸倒引当金 △29 △374 △323

  流動資産合計 48,298 31.5 56,004 35.5 57,267 35.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

    建物 ※２ 13,537 13,547 13,371

    機械及び装置 ※２ 9,020 9,866 9,437

    土地 ※２ 31,261 31,261 31,261

    建設仮勘定 2,377 1,795 1,968

    その他 ※２ 1,959 1,998 1,902

   有形固定資産合計 58,155 38.0 58,469 37.0 57,941 36.2

 ２ 無形固定資産 1,038 0.7 1,652 1.1 1,624 1.0

 ３ 投資その他の資産

    投資有価証券 31,253 26,333 28,399

    関係会社株式 11,427 11,432 11,427

    その他 2,989 4,007 3,542

    貸倒引当金 △45 △39 △40

   投資その他の資産合計 45,624 29.8 41,733 26.4 43,328 27.0

  固定資産合計 104,819 68.5 101,855 64.5 102,894 64.2

  資産合計 153,118 100.0 157,859 100.0 160,162 100.0



前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形 ※５ 3,204 3,776 3,229

   買掛金 ※５ 18,140 18,399 18,106

   短期借入金 7,983 8,816 7,401

   一年以内に返済予定の 
   長期借入金

※２ 2,936 1,320 1,897

   未払法人税等 1,133 1,299 2,912

   賞与引当金 1,429 1,505 1,445

   その他 ※５ 6,648 6,560 5,878

  流動負債合計 41,476 27.1 41,679 26.4 40,870 25.5

Ⅱ 固定負債

   社債 7,000 7,000 7,000

   長期借入金 ※２ 14,320 20,000 20,650

   長期未払金 3,384 2,443 3,167

   預り保証金 380 380 380

   繰延税金負債 11,434 9,515 10,499

   再評価に係る 
   繰延税金負債

6,773 6,773 6,773

   退職給付引当金 6,421 6,281 6,404

   役員退職慰労引当金 209 266 241

   債務保証損失引当金 1,100 － －

   その他 － － 49

  固定負債合計 51,024 33.3 52,660 33.4 55,165 34.5

  負債合計 92,500 60.4 94,339 59.8 96,036 60.0



 

前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

   資本金 17,076 17,076 17,076

   資本剰余金

    資本準備金 12,671 12,671 12,671

    その他資本剰余金 2 3 3

   資本剰余金合計 12,673 12,674 12,674

   利益剰余金

    利益準備金 3,376 3,376 3,376

    その他利益剰余金

    固定資産圧縮積立金 7,429 7,399 7,408

    特別償却準備金 166 166 137

    別途積立金 14,905 20,905 14,905

    繰越利益剰余金 3,708 5,107 8,757

   利益剰余金合計 29,586 36,955 34,585

   自己株式 △1,428 △2,518 △1,451

   株主資本合計 57,907 37.8 64,188 40.7 62,886 39.2

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

14,759 11,468 13,387

   繰延ヘッジ損益 △2 △89 △99

   土地再評価差額金 △12,047 △12,047 △12,047

   評価・換算差額等 
   合計

2,709 1.8 △668 △0.5 1,240 0.8

   純資産合計 60,617 39.6 63,519 40.2 64,126 40.0

   負債及び純資産合計 153,118 100.0 157,859 100.0 160,162 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 44,833 100.0 42,926 100.0 87,682 100.0

Ⅱ 売上原価 35,635 79.5 33,029 76.9 68,432 78.0

   売上総利益 9,198 20.5 9,896 23.1 19,249 22.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 6,291 14.0 6,280 14.7 12,184 13.9

   営業利益 2,906 6.5 3,616 8.4 7,065 8.1

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 30 40 56

   受取配当金 1,064 988 1,209

   その他 995 2,090 4.7 950 1,978 4.6 1,817 3,083 3.5

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 298 317 610

   その他 445 744 1.7 419 736 1.7 1,036 1,646 1.9

   経常利益 4,252 9.5 4,857 11.3 8,502 9.7

Ⅵ 特別利益

   投資有価証券売却益 ― ― ― ― ― ― 3,410 3,410 3.9

Ⅶ 特別損失

   固定資産廃却損 ※１ 30 ― 40

   投資有価証券売却損 ― ― 9

   関係会社株式評価損 ※２ 146 ― 146

   貸倒引当金繰入額 ※３ ― ― 290

   債務保証損失引当金 
   繰入額

※４ 1,100 1,277 2.9 ― ― ― ― 486 0.6

   税引前中間(当期) 
   純利益

2,975 6.6 4,857 11.3 11,426 13.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,189 1,360 4,317

   法人税等調整額 252 1,441 3.2 377 1,738 4.0 13 4,331 4.9

   中間(当期)純利益 1,533 3.4 3,119 7.3 7,095 8.1



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金

その他 
資本 

剰余金

資本
剰余金 
合計

利益
準備金

その他利益剰余金

利益 
剰余金 
合計

固定資産
圧縮 

積立金

特別償却
準備金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 
(百万円)

17,076 12,671 1 12,672 3,376 7,426 151 12,405 5,817 29,178 △1,414 57,512

当中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― △1,125 △1,125 △1,125

 中間純利益 ― 1,533 1,533 1,533

 固定資産圧縮積立金の 
 取崩

― △93 93 ― ―

 固定資産圧縮積立金の 
 積立

― 96 △96 ― ―

 特別償却準備金の取崩 ― △34 34 ― ―

 特別償却準備金の積立 ― 48 △48 ― ―

 別途積立金の積立 ― 2,500 △2,500 ― ―

 自己株式の取得 ― ― △14 △14

 自己株式の処分 1 1 ― 1 2

 株主資本以外の項目の当 
 中間会計期間中の変動額 
 (純額)

― ― ―

当中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

― ― 1 1 ― 2 14 2,500 △2,109 408 △13 395

平成18年９月30日残高 
(百万円)

17,076 12,671 2 12,673 3,376 7,429 166 14,905 3,708 29,586 △1,428 57,907

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券 

評価差額金
繰延ヘッジ損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 
(百万円)

16,682 ― △12,047 4,635 62,147

当中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― △1,125

 中間純利益 ― 1,533

 固定資産圧縮積立金の 
 取崩

― ―

 固定資産圧縮積立金の 
 積立

― ―

 特別償却準備金の取崩 ― ―

 特別償却準備金の積立 ― ―

 別途積立金の積立 ― ―

 自己株式の取得 ― △14

 自己株式の処分 ― 2

 株主資本以外の項目の当 
 中間会計期間中の変動額 
 (純額)

△1,922 △2 ― △1,925 △1,925

当中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

△1,922 △2 ― △1,925 △1,529

平成18年９月30日残高 
(百万円)

14,759 △2 △12,047 2,709 60,617



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金

その他 
資本 

剰余金

資本
剰余金 
合計

利益
準備金

その他利益剰余金

利益 
剰余金 
合計

固定資産
圧縮 

積立金

特別償却
準備金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高 
(百万円)

17,076 12,671 3 12,674 3,376 7,408 137 14,905 8,757 34,585 △1,451 62,886

当中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― △749 △749 △749

 中間純利益 ― 3,119 3,119 3,119

 固定資産圧縮積立金の 
 取崩

― △9 9 ― ―

 固定資産圧縮積立金の 
 積立

― ― ―

 特別償却準備金の取崩 ― △21 21 ― ―

 特別償却準備金の積立 ― 50 △50 ― ―

 別途積立金の積立 ― 6,000 △6,000 ― ―

 自己株式の取得 ― ― △1,067 △1,067

 自己株式の処分 0 0 ― 0 0

 株主資本以外の項目の当 
 中間会計期間中の変動額 
 (純額)

― ― ―

当中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

― ― 0 0 ― △9 28 6,000 △3,650 2,369 △1,067 1,302

平成19年９月30日残高 
(百万円)

17,076 12,671 3 12,674 3,376 7,399 166 20,905 5,107 36,955 △2,518 64,188

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券 

評価差額金
繰延ヘッジ損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高 
(百万円)

13,387 △99 △12,047 1,240 64,126

当中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― △749

 中間純利益 ― 3,119

 固定資産圧縮積立金の 
 取崩

― ―

 固定資産圧縮積立金の 
 積立

― ―

 特別償却準備金の取崩 ― ―

 特別償却準備金の積立 ― ―

 別途積立金の積立 ― ―

 自己株式の取得 ― △1,067

 自己株式の処分 ― 0

 株主資本以外の項目の当 
 中間会計期間中の変動額 
 (純額)

△1,918 9 ― △1,908 △1,908

当中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

△1,918 9 ― △1,908 △606

平成19年９月30日残高 
(百万円)

11,468 △89 △12,047 △668 63,519



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金

その他 
資本 
剰余金

資本
剰余金 
合計

利益
準備金

その他利益剰余金

利益 
剰余金 
合計

固定資産
圧縮 

積立金

特別償却
準備金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 
(百万円)

17,076 12,671 1 12,672 3,376 7,426 151 12,405 5,817 29,178 △1,414 57,512

当事業年度中の変動額

 剰余金の配当 （注） ― △1,125 △1,125 △1,125

 剰余金の配当 ― △562 △562 △562

 当期純利益 ― 7,095 7,095 7,095

 固定資産圧縮積立金の 
 取崩     （注）

― △93 93 ― ―

 固定資産圧縮積立金の 
 積立     （注）

― 96 △96 ― ―

 固定資産圧縮積立金の 
 取崩

― △21 21 ― ―

 特別償却準備金の取崩 
        （注）

― △34 34 ― ―

 特別償却準備金の積立 
        （注）

― 48 △48 ― ―

 特別償却準備金の取崩 ― △41 41 ― ―

 特別償却準備金の積立 ― 12 △12 ― ―

 別途積立金の積立 
        （注）

― 2,500 △2,500 ― ―

 自己株式の取得 ― ― △39 △39

 自己株式の処分 2 2 ― 2 5

 株主資本以外の項目の 
 当事業年度中の変動額 
 (純額)

― ― ―

当事業年度中の変動額 
合計(百万円)

― ― 2 2 ― △18 △13 2,500 2,939 5,407 △36 5,373

平成19年３月31日残高 
(百万円)

17,076 12,671 3 12,674 3,376 7,408 137 14,905 8,757 34,585 △1,451 62,886



次へ 

 
（注）平成18年6月29日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券 

評価差額金
繰延ヘッジ損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 
(百万円)

16,682 ― △12,047 4,635 62,147

当事業年度中の変動額

 剰余金の配当  （注） ― △1,125

 剰余金の配当 ― △562

 当期純利益 ― 7,095

 固定資産圧縮積立金の 
 取崩      （注）

― ―

 固定資産圧縮積立金の 
 積立      （注）

― ―

 固定資産圧縮積立金の 
 取崩

― ―

 特別償却準備金の取崩 
         （注）

― ―

 特別償却準備金の積立 
         （注）

― ―

 特別償却準備金の取崩 ― ―

 特別償却準備金の積立 ― ―

 別途積立金の積立 
         （注）

― ―

 自己株式の取得 ― △39

 自己株式の処分 ― 5

 株主資本以外の項目の 
 当事業年度中の変動額 
 (純額)

△3,295 △99 ― △3,394 △3,394

当事業年度中の変動額 
合計(百万円)

△3,295 △99 ― △3,394 1,978

平成19年３月31日残高 
(百万円)

13,387 △99 △12,047 1,240 64,126



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

   満期保有目的の債券

   ……償却原価法(定額法)

   子会社株式および関連会社株

式

   ……移動平均法による原価法

   その他有価証券

    時価のあるもの

    …中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定しております。

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

   子会社株式および関連会社株

式

   ……移動平均法による原価法

   その他有価証券

    時価のあるもの

    …中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定しております。

    時価のないもの

    …移動平均法による原価法

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

   満期保有目的の債券

   ……償却原価法(定額法)

   子会社株式および関連会社株

式

   ……移動平均法による原価法

   その他有価証券

    時価のあるもの

    …決算日の市場価格等に基

づく時価法

評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定しております。

    時価のないもの

    …移動平均法による原価法

    

    

    時価のないもの

    …移動平均法による原価法

 (2) デリバティブ

   ……時価法

 (2) デリバティブ

同左

 (2) デリバティブ

同左

 (3) たな卸資産

   製品(仕入製品を除く)

   仕掛品

   ……移動平均法(パワトラ事

業部門、ただし、個別受

注生産品を除く)および

個別法(パワトラ事業部

門のうち個別受注生産

品、マテハン事業部門)

による原価法

   製品(仕入製品)

   原材料・貯蔵品

   ……先入先出法による原価法

 (3) たな卸資産

同左

 (3) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法を採用しております。

ただし、建物(建物附属設備

を除く)については、定額法

によっております。

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物 20～50年

機械及び装置 10～13年

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

   定額法を採用しております。

   なお、自社利用のソフトウエ

アについては社内における利

用可能期間(５年)に基づいて

おります。

 (2) 無形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れに備えるため、

一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金

   従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額基準により

計上しております。

 (2) 賞与引当金

       同左

 (2) 賞与引当金

       同左

 (3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。

   過去勤務債務は、その発生事

業年度に全額費用処理してお

ります。

   数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法

により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処

理しております。

 (3) 退職給付引当金

同左

 (3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。

   過去勤務債務は、その発生事

業年度に全額費用処理してお

ります。

   数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法

により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処

理しております。

 (4) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。

 (4) 役員退職慰労引当金

同左

 (4) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。

 (5) 債務保証損失引当金 

保証債務の履行に伴う損失に

備えるため、被保証先の財政

状態等を勘案し、保証契約毎

の損失発生の可能性を個別に

検討して損失負担見込額を計

上しております。

 (5)    ―――  (5)    ―――



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

   外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

同左

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

   外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。

５ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

５ リース取引の処理方法

同左

５ リース取引の処理方法

同左

６ ヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、為替予約につ

いては、振当処理を行ってお

ります。また、金利スワップ

については、特例処理を採用

しております。

６ ヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 
 
 
 

６ ヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ手段

     ……金利スワップ取引お

よび為替予約取引

    ヘッジ対象

     ……変動金利の借入金利

息および外貨建取引

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③ ヘッジ方針

   為替変動および金利変動リス

クを回避するために、デリバ

ティブ取引を利用しておりま

す。なお、投機目的によるデ

リバティブ取引は行わない方

針であります。

 ③ ヘッジ方針

同左

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

   キャッシュ・フロー変動を完

全に相殺するものと想定する

ことができるため、ヘッジの

有効性の判定は省略しており

ます。

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

７ その他中間財務諸表作成のため

の重要な事項

  消費税等の会計処理

  消費税および地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。

  なお、仮払消費税等と仮受消費

税等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。

７ その他中間財務諸表作成のため

の重要な事項

  消費税等の会計処理

  消費税および地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。

  なお、仮払消費税等と仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

７ その他財務諸表作成のための重

要な事項

  消費税等の会計処理

  消費税および地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。



次へ 

会計処理の変更 

 

  

追加情報 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）   

 当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。 

 これまでの「資本の部」の合計

に相当する金額は、60,620百万円

であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間会計期間におけ

る中間貸借対照表の「純資産の

部」については、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しており

ます。

（固定資産の減価償却方法の変更）

 法人税法の改正に伴い、当中間

会計期間から、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産につ

いては、改正後の法人税法に基づ

く方法により、減価償却費を計上

しております。  

 この変更により、従来の方法に

よった場合と比較して、営業利益

は25百万円、経常利益および税引

前中間純利益はそれぞれ27百万円

減少しております。 

      

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用しております。 

 これまでの「資本の部」の合計

に相当する金額は、64,225百万円

であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正に

より、当事業年度における貸借対

照表の「純資産の部」について

は、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― 
 

（固定資産の減価償却方法の変更）

 法人税法の改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した有形固

定資産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法の適

用により取得価額の５％に到達し

た事業年度の翌事業年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上して

おります。  

 この変更により、従来の方法に

よった場合と比較して、営業利益

は102百万円、経常利益および税

引前中間純利益はそれぞれ108百

万円減少しております。 

―――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

50,768百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

53,249百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

51,841百万円

※２ 埼玉工場、京都工場、兵庫工

場および京田辺工場は工場財

団を組成しており、次のとお

り担保に供しております。

※２ 埼玉工場、京都工場、兵庫工

場および京田辺工場は工場財

団を組成しており、次のとお

り担保に供しております。

※２ 埼玉工場、京都工場、兵庫工

場および京田辺工場は工場財

団を組成しており、次のとお

り担保に供しております。

内訳
金額 

(百万円)

担保資産の帳簿価額

建物 12,774

機械及び装置 8,010

土地 29,079

その他 1,748

債務内訳

一年以内に返済 

予定の長期借入金

長期借入金

2,936

7,320

 

担保資産

建物 12,770百万円

機械及び装置 9,013

土地 29,079

その他 1,782

 合計 52,646

担保付債務

1年以内に返済予
定の長期借入金

1,320百万円

長期借入金 6,000

 合計 7,320
 

担保資産

建物 12,575百万円

機械及び装置 8,506

土地 29,079

その他 1,687

合計 51,849

担保付債務

1年以内に返済予
定の長期借入金

1,897百万円

長期借入金 6,650

合計 8,547

 ３ 保証債務

   関係会社の借入金および従業

員の住宅借入金に対する債務

の保証額は、次のとおりであ

ります。

 ３ 保証債務

   従業員の住宅借入金に対する

債務の保証額は、次のとおり

であります。

 ３ 保証債務

   関係会社の借入金および従業

員の住宅借入金に対する債務

の保証額は、次のとおりであ

ります。

  (1) 関係会社

百万円

天津東椿大気塗装 
輸送系統設備 
有限公司

298

椿 本 汽 車 発 動 機
（上海）有限公司

65

計 364

 

百万円

従業員(55名) 205

 

 

  (1) 関係会社

百万円

天津東椿大気塗装 
輸送系統設備 
有限公司

152

椿 本 汽 車 発 動 機
（上海）有限公司

67

計 220

百万円

(2) 従業員(74名) 270

百万円

(2) 従業員(60名) 229

 ４     ―――  ４ 受取手形割引高

15百万円

 ４ 受取手形割引高

3百万円



前へ   次へ 

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

 

 

※５ 中間期末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決

済処理しております。なお、

当中間期末が金融機関の休日

であったため、次の中間期末

日満期手形が中間期末残高に

含まれております。

受取手形 1,356百万円

支払手形 650百万円

また、債権債務の一部につい

ては、手形と同様の期日条件

で現金決済する方法によって

おりますので、上記の中間期

末日満期手形と同様に、中間

期末日が決済日であるものが

中間期末残高に含まれており

ます。

売掛金 1,614百万円

買掛金 2,905百万円

流動負債その他

（未払金） 412百万円

 

 

※５ 中間期末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決

済処理しております。なお、

当中間期末が金融機関の休日

であったため、次の中間期末

日満期手形が中間期末残高に

含まれております。

受取手形 1,521百万円

支払手形 676百万円

また、債権債務の一部につい

ては、手形と同様の期日条件

で現金決済する方法によって

おりますので、上記の中間期

末日満期手形と同様に、中間

期末日が決済日であるものが

中間期末残高に含まれており

ます。

売掛金 2,046百万円

買掛金 3,052百万円

流動負債その他

（未払金） 437百万円

 

 

※５ 期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当

期末日が金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれており

ます。

受取手形 1,256百万円

支払手形 631百万円

また、債権債務の一部につい

ては、手形と同様の期日条件

で現金決済する方法によって

おりますので、上記の期末日

満期手形と同様に、期末日が

決済日であるものが期末残高

に含まれております。

売掛金 1,871百万円

買掛金 3,282百万円

流動負債その他

（未払金） 464百万円

 ６ コミットメントライン契約

   当社は、運転資金の効率的な

調達を行なうため取引金融機

関とコミットメントライン契

約を締結しております。

   当該契約に基づく当中間会計

期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

コミットメント 
の総額

15,000百万円

借入実行残高 1,000百万円

差引額 14,000百万円

 ６ コミットメントライン契約

   当社は、運転資金の効率的な

調達を行なうため取引金融機

関とコミットメントライン契

約を締結しております。

   当該契約に基づく当中間会計

期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

コミットメント
の総額

15,000百万円

借入実行残高 2,000百万円

差引額 13,000百万円

 ６ コミットメントライン契約

   当社は、運転資金の効率的な

調達を行なうため取引金融機

関とコミットメントライン契

約を締結しております。

   当該契約に基づく当事業年度

末の借入未実行残高は次のと

おりであります。

コミットメント 
の総額

15,000百万円

借入実行残高 2,000百万円

差引額 13,000百万円



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 固定資産廃却損の内訳は、次

のとおりであります。

百万円

建物 27

その他 3

合計 30

※１     ――― 

 

※１ 固定資産廃却損の内訳は、次

のとおりであります。

百万円

建物 32

その他 7

合計 40

※２ 当社の子会社であるTSUBAKI 

CONVEYOR OF AMERICA,INC.の

株式について評価損を計上し

たことによるものでありま

す。

※２     ――― ※２ 当社の子会社であるTSUBAKI 

CONVEYOR OF AMERICA,INC.の

株式について評価損を計上し

たことによるものでありま

す。

※３     ――― ※３     ――― ※３ 当社の子会社であるTSUBAKI 

CONVEYOR OF AMERICA,INC.に

対する貸付金について回収不

能見込額を計上したものであ

ります。

※４ 当社の子会社であるTSUBAKI 

CONVEYOR OF AMERICA,INC.の

銀行借入に対する債務保証契

約について損失負担見込額を

計上したことによるものであ

ります。

※４     ――― ※４     ――― 

 ５ 有形固定資産および無形固定

資産の減価償却額は、次のと

おりであります。

百万円

有形固定資産 1,542

無形固定資産 170

 ５ 有形固定資産および無形固定

資産の減価償却額は、次のと

おりであります。

百万円

有形固定資産 1,769

無形固定資産 181

 ５ 有形固定資産および無形固定

資産の減価償却額は、次のと

おりであります。

百万円

有形固定資産 3,309

無形固定資産 350



前へ   次へ 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取請求による増加    21千株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買増請求による減少     3千株 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   取締役会決議による自己株式の取得による増加  1,361千株 

   単元未満株式の買取請求による増加         41千株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買増請求による減少              1千株 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取請求による増加     56千株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買増請求による減少      7千株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（千株） 3,865 21 3 3,884

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（千株） 3,914 1,402 1 5,316

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（千株） 3,865 56 7 3,914



(リース取引関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、
減損損失累計額相当額及び中
間期末残高相当額

 (1) リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、
減損損失累計額相当額及び中
間期末残高相当額

 (1) リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、
減損損失累計額相当額及び期
末残高相当額

 

取得価額 
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円 )

減損損失 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額
(百万円)

有形固定 
資産

その他 514 315 ― 198

無形固定 
資産 218 118 ― 100

計 732 434 ― 298

 

取得価額 
相当額

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

減損損失
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額
(百万円)

有形固定 
資産

機 械 及
び装置 4 0 ― 3

その他 554 252 ― 301

無形固定 
資産 206 147 ― 58

計 764 401 ― 363

 

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

減損損失 
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

有形固定 
資産

機 械 及
び装置 4 0 ― 3

その他 561 279 ― 281

無形固定 
資産 220 139 ― 81

計 786 418 ― 367

 (注) 取得価額相当額は、未経過
リース料中間期末残高が有
形固定資産の中間期末残高
等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により
算定しております。

 (注)    同左  (注) 取得価額相当額は、未経過
リース料期末残高が有形固
定資産の期末残高等に占め
る割合が低いため、支払利
子込み法により算定してお
ります。

 (2) 未経過リース料中間期末残高
相当額等

百万円

１年以内 132

１年超 165

計 298
リース資産減損 
勘定の残高

―

 (2) 未経過リース料中間期末残高
相当額等

百万円

１年以内 133

１年超 229

計 363
リース資産減損
勘定の残高

―

 (2) 未経過リース料期末残高相当
額等

百万円

１年以内 144

１年超 222

計 367
リース資産減損 
勘定の残高

―

 (注) 未経過リース料中間期末残
高相当額は、未経過リース
料中間期末残高が有形固定
資産の中間期末残高等に占
める割合が低いため、支払
利子込み法により算定して
おります。

 (注)    同左  (注) 未経過リース料期末残高相
当額は、未経過リース料期
末残高が有形固定資産の期
末残高等に占める割合が低
いため、支払利子込み法に
より算定しております。

 

 (3) 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費
相当額及び減損損失

百万円

支払リース料 95

リース資産減損 
勘定の取崩額

―

減価償却費相当額 95

減損損失 ―
 

 (3) 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費
相当額及び減損損失

百万円

支払リース料 80

リース資産減損
勘定の取崩額

―

減価償却費相当額 80

減損損失 ―
 

 (3) 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費
相当額及び減損損失

百万円

支払リース料 173

リース資産減損 
勘定の取崩額

―

減価償却費相当額 173

減損損失 ―

 (4) 減価償却費相当額の算定方法
   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に
よっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法
同左

 (4) 減価償却費相当額の算定方法
同左

２ オペレーティング・リース取引
   未経過リース料

百万円

１年以内 0

１年超 1

計 2

２ オペレーティング・リース取引
   未経過リース料

百万円

１年以内 0

１年超 0

計 1

２ オペレーティング・リース取引
   未経過リース料

百万円

１年以内 0

１年超 1

計 1



前へ 

(有価証券関係) 

  

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― ―――

 

 当社は、平成19年５月14日開催の

取締役会において、経営環境の変化

に対応した機動的な経営を行うた

め、会社法第165条第３号の規定に

より読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づき、自己株式を

取得することおよびその具体的な取

得方法について決議し、自己株式の

取得を以下のとおり実施いたしまし

た。

（１）自己株式取得に関する取締役

会の決議内容

①取得する株式の種類

当社普通株式

②取得する株式の総数

1,400,000株

③取得価額の総額

1,200百万円

④取得の期間
平成19年５月15日から 
平成19年５月22日まで

⑤取得の方法
東京証券取引所のToSTNeT-2
での自己株式取得取引による
取得

（２）取得日

平成19年５月16日

（３）その他

上 記 東 京 証 券 取 引 所 の

ToSTNeT-2での自己株式取得取

引による取得の結果、当社普通

株 式 1,361,000 株（取 得 価 額

1,032百万円）を取得いたしま

した。



(2) 【その他】 

平成19年11月14日開催の取締役会において、第98期(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)の

中間配当を行うことを決議しました。 

中間配当金総額 558,271,737円

１株当たり中間配当額 3.0円

支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成19年12月10日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

 
  事業年度（第97期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る 

  訂正報告書であります。 

  

 
  

(1) 有価証券報告書及び 
その添付書類

事業年度 
(第97期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月29日 
関東財務局長に提出。

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 平成19年10月12日 
関東財務局長に提出。

(3) 自己株券買付状況報告書 平成19年６月14日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

  

  

平成18年12月25日

株式会社椿本チエイン 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社椿本チエインの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につい

て中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社椿本チエイン及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  田  原  信  之  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  増  田   豊    ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表

に添付する形で別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

  

  

平成19年12月21日

株式会社椿本チエイン 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社椿本チエインの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中

間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間

連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社椿本チエイン及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  田  原  信  之  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  増  田   豊    ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  平  井  啓  仁  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表

に添付する形で別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月25日

株式会社椿本チエイン 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社椿本チエインの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第97期事業年度の中間会計期

間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社椿本チエインの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

  

 

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  田  原  信  之  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  増  田   豊    ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添

付する形で別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月21日

株式会社椿本チエイン 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社椿本チエインの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第98期事業年度の

中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対

照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社椿本チエインの平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

  

 

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  田  原  信  之  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  増  田   豊    ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  平  井  啓  仁  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添

付する形で別途保管しております。
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